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令和 5年度に本県において把握された「養介護施設従事者等による高齢者虐待」及び「養

護者（家族等）による高齢者虐待」の状況についてご報告します。 

 

１ 養介護施設従事者等による高齢者虐待 

（１）相談通報件数及び虐待判断件数 

本県における令和 5 年度の養介護施設従事者等による虐待に関する県及び市町村へ

の相談・通報対応件数は 23 件で、前年度より 14 件減少した。また、そのうち事実確認

により高齢者虐待と判断したものは 4件で、前年度より 3件減少した。 

 令和５年度 令和４年度 増減 

相談・通報件数 23 件 37 件 △14 件 

虐待判断件数 4 件 7 件 △3 件 

 

（２）相談・通報者 

相談・通報者 34 人（1件の事例に対し複数の相談・通報があった場合は、重複して計

上）のうち、「当該施設職員等」が 16 人（47.1%）で最も多く、次いで「家族・親族」

が 5人（14.7%）であった。 
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（３）虐待の状況 

事
例 

被虐待高齢者 

虐待があった

養介護施設等

の種別 

虐待を行った

養介護施設従

事者等の職種 

虐待の種別 

（重複あり） 

1 男性、85～89 歳、要介護 3 
認知症対応型

共同生活介護 
介護職 心理的虐待 

2 女性、95～99 歳、要介護 3 通所介護 管理職 心理的虐待 

3 女性、95～99 歳、要介護 4 介護医療院 介護職 身体的虐待 

4 

女性、90～94 歳、要介護 4 

男性、70～74 歳、要介護 5 

男性、70～74 歳、要介護 3 

女性、70～74 歳、要介護 5 

女性、80～84 歳、要介護 5 

男性、80～84 歳、要介護 3 

女性、90～94 歳、要介護 5 

女性、85～89 歳、要介護 4 

女性、75～79 歳、要介護 4 

女性、95～99 歳、要介護 4 

女性、80～84 歳、要介護 5 

女性、95～99 歳、要介護 4 

以上 12 名 

特別養護老人

ホーム 

介護福祉士、 

介護職等 

（一部不特定） 

身体的虐待：10 名 

介護等放棄：3名 

心理的虐待：1名 

 

（４）措置の状況 

上記 4事例の全てにおいて高齢者虐待防止法の趣旨に基づき、県又は市町村から施設

等に対し指導がなされ、施設等から改善計画が提出された。 

また、事例 1、事例 4 では介護保険法に基づく改善勧告がなされ、事例 4では介護保

険法に基づく指定の効力の一部停止がなされた。 

ただし、事例 4 のみ令和 6 年度に入ってから措置が行われた。 

 

２ 養護者（家族等）による高齢者虐待 

（１）相談通報件数及び虐待判断件数 

本県における令和 5 年度の養護者による虐待に関する市町村への相談・通報対応件数

は 369 件で、前年度より 43 件減少した。また、そのうち事実確認により高齢者虐待と

認定したものは 136 件で、前年度より 24 件減少した。 

 令和 5年度 令和 4年度 増減 

相談・通報件数 369 件 412 件 △43 件 

虐待判断件数 136 件 160 件 △24 件 

 



（２）相談・通報者 

相談・通報者 420 人（1件の事例に対し複数の相談・通報があった場合は、重複して

計上）のうち、「職務上知り得た者」が 162 人（38.6%）で最も多く、次いで「介護支援

専門員、介護保険事業所職員」が 137 人（32.6%）、「家族・親族」が 31 人（7.4%）であ

った。 

 

 

（３）虐待の種別・類型 

虐待の種別・類型のうち、「身体的虐待」が 90 件（48.6%）で最も多く、次いで「心

理的虐待」が 42 件（22.7%）、「介護等放棄」が 32 件（17.3%）、「経済的虐待」が 21 件

（11.4%）であった。 

 

職務上知り得た者（民生

委員、市町村職員等）

162人

介護支援専門員・介護

保険事業所職員

137人

家族・親族

31人

本人

16人

医療機関従事者

15人

その他（一般市民等）

59人

90件

42件

32件

21件

0件

0 20 40 60 80 100

身体的虐待

心理的虐待

介護等放棄

経済的虐待

性的虐待



（４）被虐待高齢者の性別と年齢 

性別では、「女性」が 103 人（74.1%）、「男性」が 36 人（25.9%）と、「女性」が全体

の 4分の 3 近くを占めていた。年齢階層別では、「80～84 歳」が 38 人（27.3%）で最も

多く、次いで「85～89 歳」が 32 人（23.0%）であった。 

 

 

（５）被虐待高齢者から見た虐待者の続柄 

虐待者の続柄は、「息子」が 67 人（46.5%）で最も多く、次いで「娘」が 23 人（16.0%）、

「夫」が 22 人（15.3%）であった。 
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（６）虐待への対応策 

虐待事例への市町村の対応として、「被虐待高齢者の保護として虐待者からの分離を

行った」事例が 54 人（31.2%）、「被虐待高齢者と虐待者を分離していない」事例が 73

人（42.2%）であった。 

分離を行った事例における分離方法は、「契約による介護保険サービスの利用」が 16

人（29.6%）で最も多く、次いで「契約による介護保険サービスの利用や老人福祉法に

基づくやむを得ない事由等による措置、医療機関への一時入院等以外の住まい・施設等

の利用」が 12 人（22.2%）であった。 

分離をしていない事例における対応は、「養護者に対する助言・指導」が 61 件（57.5%）

で最も多く、次いで「既に介護保険サービスを受けているが、ケアプランを見直し」が

14 件（13.2%）であった。 

 

３ 県の取組み 

・市町村職員、地域包括支援センター職員、養介護施設従事者等を対象とした高齢者虐待

の防止及び対応力強化のための研修を実施 

・介護現場での権利擁護のための取組みを指導する人材を養成する「権利擁護推進員養成

研修」を実施 

・市町村職員等が、高齢者虐待対応に関して専門家の支援を受ける「権利擁護対応相談窓

口」を設置 

・市町村虐待対応担当職員が、事例評価や虐待対応体制の改善策の検討を行う「虐待対応

実務者会議」を実施 

・介護保険法等関係法令に基づく指導時における高齢者虐待防止対策の指導 

・ホームページでの高齢者虐待の通報先の周知等の広報啓発 


